





















世帯」は 2015 年の 625 万世帯から 2040 年の 896 万世帯までに増加し、「夫婦のみの世帯」は 2015 年の 628 万世帯か

















は過半数、子育て世帯に対しては約 1 割の大家が住宅確保要配慮者の入居に対す拒否感を持っていた（国土交通省 
2016）。このように、民間賃貸市場においては、入居を制限される懸念があることから、安心して暮らせる住宅の確保を
可能とする住宅セーフティネット機能の強化が重要な政策課題となっている。 




















































































































組みの説明、支援活動の現状、さらに今後の方向性を論じたものがある（柴田 2011:10-12;牧嶋 2015:12-14；寺澤 























捉えられるよう、A市居住支援協議会の職員に予備調査を行ってから、2017年 11月 25日～12月 15日の期間に全国
69 自治体に設置されている居住支援協議会事務局宛に調査票を郵送し、返送によって回収した。その結果、調査対









表１に示されるとおり、2017 年 9 月末の時点において、居住支援協議会の圏域についてみてみると、「都道府県」に

































てみたところ、全体では、「相談件数 0件」が 13ヵ所となっており、全体の 34.2％を占めている。これに対し、月間相談件
数が「11 件～20 件」の割合が 15.8％、「21 件以上」の割合がわずか 5.3％となっている。 
一方、全体では、住宅相談サービスの成約実績を把握している自治体が 38 ヵ所となっている。「成約件数 0件」が 25
ヵ所となっている。これに対し、年間成約件数は「１～30件」が 9ヵ所、「31～60件」の自治体が 1ヵ所、「61～90件」の自







19.0％となっている。さらに、入居先まで把握している自治体が 5 ヵ所となっている。その内訳として、C 県、D 県、F 区、










報収集している」、第 2 位「民生委員、居住支援関係の民間団体から情報収集している」、第 3 位「広報し、相談会を開
催している」となっている。 
都道府県では、第 1 位「関係部署に連携し、情報収集している」、第 2 位「民生委員、居住支援関係の民間団体から




相談件数 成約件数 入居先 相談件数 成約件数 入居先
A県 245 146 E市 307 63





D県 66 15 民間賃貸住宅：15 H市 86 7
I区 81 11








C県 146 2 民間賃貸住宅：2 G市 112 58
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めている。これに対し、「年間 4～6回開催」の割合が 17.5%、「年間 7～9回開催」の割合が 3.5%、「年間 7～9回開催」
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